
                                                            
公益財団法人 産業廃棄物処理事業振興財団 

Ⅰ 法人の概要（令和 5 年 4 月 1 日現在） 

1 所 在 地    東京都港区虎ノ門一丁目 1 番 18 号 ヒューリック虎ノ門ビル 10 階 

2 設 立 年 月 日    平成 4 年 12 月 3 日 

3 代 表 者    理事長  加藤 幸男 

4 基 本 財 産    基本財産 116,848 千円 

               基金及び積立金 4,717,426 千円（本市の出捐金は基金及び積立金に充当） 

5 北九州市の出捐金    30,000 千円（出捐の割合 0.64％） 

6 役 職 員 数 

 
人    数 

合 計 うち本市からの派遣 うち本市退職者 うちその他 

役 員 10 人 0 人 0 人 10 人 

 常 勤  2 人 0 人 0 人  2 人 

 非常勤  8 人 0 人 0 人  8 人 

職 員 40 人 0 人 0 人 40 人 

 

 

Ⅱ 令和４年度事業実績 

 1 債務保証事業  

（1）新規債務保証の動き 

1）今年度新規債務保証実施案件 

  新和環境(株) 管理型最終処分場建設（総額 7,433 百万円）に対し、令和 4 年 12 月 28 日以降

150 百万円の債務保証を分割実行した。 

2）令和 4 年度末 債務保証残高 5 件  1,477 百万円 

      （対応総事業費   23,929 百万円） 

（2）既存保証先に対する債権管理 

 既存保証先全社を訪問し、保証対象事業の進捗状況の確認及び業況のフォロー調査による期

中債権管理を実施した。また、現地調査に合わせて直近の決算書等の財務諸表を入手し、保証先

の債権分類を実施した。その結果、すべての保証先について、正常と認定した。 

 2 助成事業  

資源循環社会システムの構築に必要な技術開発事業、高度な技術力を利用した施設整備事業及び

起業化のための調査事業に対する助成事業について募集を行ったところ、今期は新規事業 3 件の申

請があった。 

助成事業運営委員会において、申請内容の書類審査及び現地調査を実施して選考を行った結果、

申請があった以下の 2 件に対し助成を決定した。  

・株式会社オガワエコノス (広島県府中市)【技術開発】 

  事業名称：廃プラの熱分解法を用いた脱塩技術開発によるリサイクルの高度化 



  新規事業：助成金額 3,000 千円 

・開発肥料株式会社 (広島県竹原市) 【技術開発】 

事業名称： バイオマス燃料混焼灰を原料とした肥料の開発および実用化 

     新規事業：助成金額 2,000千円   

 3 振興事業  

（1）産業廃棄物処理業優良化推進事業 

   1）産廃情報ネット「さんぱいくん」、「優良さんぱいナビ」 

     産業廃棄物処理業者検索サイト「さんぱいくん」、及び優良認定業者検索サイト「優良さんぱい

ナビ」について環境省から委託を受けて日々運用を行っている。排出事業者による排出者責任履

行のためのシステム構築に向けて、令和 3 年度に環境省産業廃棄物行政情報システムとデータ連

携を開始した全国のすべての産業廃棄物処理業の許可情報を対象とする環境省の「行政情報検索

システム」を移転し、情報検索の運用を「さんぱいくん」及び「優良さんぱいナビ」に加えて令

和 4 年 6 月 30 日より開始した。 

2）利用促進のための普及活動と現行システムの改善 

優良認定を目指す処理業者が、産廃情報ネットを活用して積極的な情報開示を進められるよう、

講習会や問合せ対応等を通じて普及に取り組んでいる。 

利用者の有用性、利便性の向上を目指して、自治体が優良認定情報を変更後、産廃情報ネット

へ反映する期間を短縮する等、現行システムの改善を検討し対策に着手するとともに新たな産廃

情報ネット活用の検討を開始した。 

   3）履歴証明サービス及び適合証明サービス 

     優良認定基準の一つである「事業の透明性」に関して、過去の公表内容や更新履歴を閲覧・印

刷できる「履歴証明サービス」を行っている。令和 4 年 10 月 1 日に料金改定を行った。 

 「事業の透明性」の基準に適合することを証する書面を発行する「適合証明サービス」を行っ

ている。業務の合理化と効率化に努め利用しやすいサービスに改善し、令和 5 年 3 月末時点の適

合証明書発行枚数は 2,377 件（累計）であった。 

（2）産業廃棄物処理関連調査 

     平成 29 年末以降の外国政府による廃プラスチックの禁輸措置、令和 2 年以降のコロナ禍、及 

 び令和 3 年 1 月に発効したバーゼル条約附属書改正等による、国内の廃プラスチック類処理への

影響を把握するため、今回で 7 回目となる調査を行った。 

（3）人材開発事業 

（第 18 期産業廃棄物処理業経営塾） 

 産業廃棄物処理の中核的な担い手となる企業の経営責任者等を対象に、第 18 期となる産業廃

棄物処理業経営塾を開催した。産業廃棄物処理業者及び関連企業から 62 名が入塾・卒塾。第 1

期からの卒塾生は延べ 756 名となった。 

（4）経営相談事業 

 1）経営相談業務 

     産業廃棄物処理業者の経営課題解決をサポートすべく、令和 2 年度から各分野の専門家に相談

できる会員制サポートサービスを提供している。 

     相談分野としては、法律、人事・労務、財務・税務、金融、技術、Ｍ＆Ａ、ＡＩ/ＩｏＴである。 

     令和 5 年 3 月末現在の会員数は 65 社であり、令和 4 年度の相談件数は 4 件であった。 

2）経営戦略セミナー業務 



令和 4 年 4 月より経営に資する情報をＷｅｂで配信する「経営戦略セミナー」を新規に事業開

始した。 

プラスチック資源循環法、資源循環経済や脱炭素社会、ＤＸ、ＩｏＴ、コンプライアンス、

環境分野の政策解説等をテーマとして提供し、令和 5 年 3 月末現在の会員数は 24 社であり、

令和 4 年度の開催実績は 25 回であった。 

 

4 適正処理推進事業 

（1）不法投棄等産業廃棄物適正処理推進等事業 

1）廃棄物処理法に基づく産業廃棄物不法投棄等の支障除去等支援業務（廃棄物処理法支援事業 

7/10 支援事業） 

  2）産廃特措法に基づく産業廃棄物特定支障除去等支援業務(産廃特措法支援事業) 

  3）産業廃棄物適正処理推進費補助金（産業廃棄物緊急対策調査事業）（新規） 

   4）不法投棄防止対策等推進事業 

（2）ＰＣＢ等有害廃棄物適正処理推進事業 

   1）環境省関連調査支援等業務 

    ①低濃度ＰＣＢ廃棄物等の処理システム・処理技術に関する調査・検討 

②低濃度ＰＣＢ廃棄物の無害化処理に係る施設の評価等に関する支援 

③低濃度ＰＣＢ廃棄物に係る調査・検討 

④自治体が実施する行政代執行に係る支援 

⑤ＰＣＢ廃棄物等の掘り起こし調査の効率化・加速化支援 

⑥二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（廃棄物処理×脱炭素化によるマルチベネフィット 

達成促進事業） 

   2）中間貯蔵・環境安全事業（株）（ＪＥＳＣＯ）関連支援事業 

    ①処理操業における環境安全管理対応等の支援 

    ②施設解体撤去等支援 

    ③事業所内での安定器仕分け支援 

④安定器仕分けに係る実態把握調査と促進支援 

⑤収集運搬効率化の調査及び支援 

   3）有害廃棄物処理技術に関する調査検討業務 

（3）災害廃棄物適正処理検討等事業 

     災害廃棄物適正処理検討等業務として、除去土壌等減容化・再生利用技術研究組合に参画し、

福島第一原子力発電所の事故に伴い発生した放射性物質の除染等に伴って発生した除去土壌等の

効率的かつ効果的な減容化・再生利用技術の開発に向けた検討を行っている。 

（4）産業廃棄物等資源循環推進事業 

   1）資源化が十分に進んでいない産業廃棄物の資源化（エネルギー化や再資源化）と循環を推進する

ことを目的に、廃棄物の資源化を促進しようとする事業者や自治体に地域の状況に応じた廃棄

物資源化を進めるための仕組みや技術的な検討支援を行った。 

   2）脱炭素化、循環経済への移行に向けた取組の検討を開始した。 

   3）「自立・分散型エネルギー研究会」を開催して廃棄物資源化推進方策について多方面の関係者と

ともに検討を進めている他、電子媒体等により関係者へ関連情報の提供を行った。  

 



 （5）建設汚泥再生品等認証審査業務 

     「建設汚泥処理物等の有価物該当性に関する取扱いについて（通知）」（令和 2 年 7 月 20 日付け

環循規発第 2007202 号）に示された建設汚泥再生品等の有価物該当性の認証に関する業務につい

て、5 件の認証審査申請を受け、うち 2 件について認証した。 

5 その他共通業務 

（1）全国産業廃棄物担当者会議（第 28 回） 

 （2）産業廃棄物と環境を考える全国大会（第 19 回） 

 （3）普及広報 

   1）ウェブサイト「産廃情報ネット」の運用 

   2）産廃振興財団ＮＥＷＳの休止と見直しについて 

   3）産廃懇話会の開催 



 

資産の部 負債の部 

科目 金額 科目 金額 

流動資産 

現 金 預 金 

前 払 金 

未 収 入 金 

仮 払 金 

固定資産 

（基本財産） 

基本財産引当資産 

（特定資産） 

基金引当資産 

債務保証積立資産 

30 周年記念事業積立資金 

調査研究等積立資産 

退職給付引当資産 

（その他固定資産） 

建物付属設備 

リース資産 

什 器 備 品  

ソフトウエア 

保証債務見返 

債務保証引当金 

求 償 権 

求償権償却引当金 

敷    金 

 

426,432 

405,907 

8,049 

12,203 

273 

6,612,220 

 

116,848 

4,920,321 

4,699,489 

19,437 

0 

67,928 

133,467 

1,575,051 

23,695 

5,393 

11,805 

0 

1,476,902 

▲2,954 

0 

0 

60,209 

 

流動負債 

未 払 金 

預 り 金 

前  受  金 

未払消費税等 

固定負債 

保 証 債 務 

長期未払金 

退職給付引当金 

580,624 

569,373 

2,846 

2,049 

6,357 

1,615,762 

1,476,902 

5,393 

133,467 

負債合計 2,196,386 

正味財産の部 

科目 金額 

指定正味財産 

 

（うち基本財産への充当額） 

 

（うち特定資産への充当額） 

 

一般正味財産 

 

（うち基本財産への充当額） 

 

（うち特定資産への充当額） 

 

4,834,274 

 

(116,848) 

 

(4,717,426) 

 

7,992 

 

（0）

 

(69,428) 

 

正味財産合計 4,842,266 

資産合計 7,038,652 負債及び正味財産合計 7,038,652 

 

 

科目 金額 

一
般
正
味
財
産
増
減
の
部 

（経常増減の部） 

経常収益            

経常費用            

評価損益等調整前当期経常増減額 

特定資産評価損益等 

当期経常増減額 

 

 

 

 

1,301,456 

1,340,006 

▲ 38,550 

▲4,495 

▲43,045 

（経常外増減の部） 

経常外収益          

経常外費用           

当期経常外増減額       

当期一般正味財産増減額 

一般正味財産期首残高     

一般正味財産期末残高  

 

 

 

 

0 

41 

▲41 

▲43,086 

51,078 

7,992 

指
定
正
味
財
産
増
減
の
部 

特定資産運用収益 

特定資産受取利息 

受取補助金等 

受取国庫補助金 

受取民間補助金 

基本財産評価益 

基本財産評価損 

特定資産評価益 

特定資産評価損 

一般正味財産へ振替 

当期指定正味財産増減額 

指定正味財産期首残高 

指定正味財産期末残高 

 

 

 

60,000 

46,837 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

20,193 

 

 

 

0 

11,287 

0 

139,352 

▲724,011 

▲747,621 

5,581,894 

4,834,274 

 正味財産期末残高  4,842,266 

 

 

Ⅲ 令和４年度決算 

1 貸 借 対 照 表                 2 正味財産増減計算書 

 

                                  自 令和 4 年 4 月 1 日 

           令和 5年 3 月 31 日現在（単位：千円）        至 令和 5年 3 月 31 日（単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）記載金額は表示単位未満を四捨五入しております。 

 



Ⅳ 令和５年度事業計画 

  産業廃棄物の処理施設の整備に必要な資金の融通の円滑化、産業廃棄物の処理に係る事業の振興及び

事業者による産業廃棄物の適正な処理の確保を図るための自主的な活動を推進するため、以下の事業を

行うこととしている。 

  これまで財団事業を支えてきたＰＣＢ関連事業や原状回復事業等が徐々に縮減せざるを得ない状況に

鑑み、各事業の効率化を図るとともに、国、地方公共団体、産業界、産業廃棄物処理業界と連携しつつ、

新たな事業の拡大を目指していく。 

 1 債務保証事業 

（1）債務保証の積極対応 

産業廃棄物の処理に係る特定施設の整備の促進に関する法律に基づく特定施設の整備事業に関

わる債務保証の申し出に対しては、従来からの方針通り積極的な対応を図る。 

本年度は新たに 2 件、7.5 億円の保証実行（対応総事業費 124 億円）を予定している。 

（2）外部専門家の活用 

民間処理業者が行う産業廃棄物処理施設の近代化・高度化等に関わる債務保証の申し出に対し

ては、外部専門家を活用して 

①経営及び事業収支性調査、②技術調査、③社会・公共性及び市場調査を実施し、 

ア．事業収支計画・返済財源の妥当性 

イ．投資規模の妥当性及び金融機関の支援姿勢 

など、十分な審査を行うことにより、質の高い産業廃棄物処理施設の整備推進と健全な処理業者の

育成に資する運営を行う。 

（3）債権管理の徹底 

既往債務保証先については、営業報告書の分析チェックと計画的に実施する案件フォロー訪問

調査の結果を踏まえて、債権分類の見直しを行い債権管理の徹底を図る。 

     なお、フォロー訪問調査には、必要に応じて外部専門家に参加を依頼する。 

2 助成事業 

産業廃棄物の処理に関する新しい技術の開発や技術開発による起業化など、新規事業に努力して

いる産業廃棄物処理業者、「農林漁業有機物資源のバイオ燃料の原材料としての利用の促進に関す

る法律」に係る認定研究開発事業者、「使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律」に係

る認定事業者等、並びに「プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律」に係る認定プラス

チック使用製品製造事業者等、認定自主回収・再資源化事業者及び認定再資源化事業者に対して、

技術開発及び処理技術研究開発による起業化並びに高度技術を利用した減量化・再生処理施設の設

置などに必要な資金を助成する。 

3  振興事業 

（1）産業廃棄物処理業優良化推進事業 

（2）産業廃棄物処理関連調査 

（3）人材開発事業 

（4）経営相談事業  

4 適正処理推進事業 

（1）不法投棄等産業廃棄物適正処理推進等事業 

（2）ＰＣＢ等有害廃棄物適正処理推進事業 

（3）災害廃棄物適正処理検討等業務 



 

科   目 金   額 

一
般
正
味
財
産
増
減
の
部 

（経常増減の部） 

経常収益            

経常費用            

当期経常増減額  

 

 

 

 

1,002,097 

1,035,965 

▲33,869 

（経常外増減の部） 

経常外収益          

経常外費用           

当期経常外増減額 

当期一般正味財産増減額 

一般正味財産期首残高     

一般正味財産期末残高   

 

 

 

 

0 

  726 

▲726 

▲34,595 

▲41,527 

▲76,122 

指
定
正
味
財
産
増
減
の
部 

特定資産受取利息 

受取補助金等 

 受取国庫補助金       

 受取民間補助金        

一般正味財産への振替額 

当期指定正味財産増減額     

指定正味財産期首残高       

指定正味財産期末残高 

 

 

60,000 

80,000 

 

 

 

 

21,477 

140,000 

 

 

432,275 

▲270,798 

4,530,873 

4,260,075 

 正味財産期末残高  4,183,953 

 

（4）資源循環推進（廃棄物資源化等）支援 

（5）建設汚泥再生品等認証審査業務 

（6）資源化情報適正開示施設審査業務（仮称） 

 5 その他共通業務 

（1）全国産業廃棄物担当者会議の開催 

（2）産業廃棄物と環境を考える全国大会 

（3）普及広報、その他 

1）ウェブサイト「産廃情報ネット」の運用 

    2）産廃振興財団ＮＥＷＳの休止と見直しについて 

    3）産廃懇話会の開催 

 

Ⅴ 令和５年度予算 

収支予算書         

  自 令和 5年 4 月 1 日 

              至 令和 6 年 3 月 31 日（単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



Ⅵ 役 員 名 簿 

令和 5 年 7 月 1 日現在 

役 職 名 氏    名 備    考 

最 高 顧 問 小  堀   秀  毅 一般社団法人 日本経済団体連合会 副会長 

理 事 長 加  藤   幸  男 公益財団法人 産業廃棄物処理事業振興財団 理事長 

専 務 理 事 岩  田   元  一 公益財団法人 産業廃棄物処理事業振興財団 専務理事 

理 事 山  下   正  芳 公益財団法人  産業廃棄物処理事業振興財団 理事 

〃 青  木   信  之 全国都道府県議会議長会 事務総長 

〃 伊  吹   隆  直 一般社団法人 日本鉄鋼連盟 常務理事 

〃 関     荘 一 郎 公益財団法人 日本産業廃棄物処理振興センター 理事長 

〃 袖  野   玲  子 芝浦工業大学 システム理工学部 環境システム学科 教授 

〃 永  井   良  一 
公益社団法人 全国産業資源循環連合会 会長  

一般社団法人 愛知県産業廃棄物協会 会長 

〃 安  元   豊 
前 一般社団法人 日本環境衛生施設工業会 副会長 

前 日立造船株式会社 顧問 

〃 吉  村   宇 一 郎 石油連盟 常務理事 

監 事 佐 々 木   五  郎 前 公益社団法人 全国都市清掃会議 特別顧問 

〃 横  田   勇 静岡県立大学 名誉教授 

 


